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主 文

原告の請求を棄却する。

訴訟費用は原告の負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

被告は，原告に対し，７８６万４５３０円及びこれに対する平成１６年７月

１８日から支払済みまで年６分の割合による金員を支払え。

第２ 事案の概要等

１ 事案の概要

被告を退職した元従業員である原告は，被告に対し，平成１２年４月１日一

部変更の就業規則及び同就業規則の委任を受けた退職年金規程に従って計算し

た退職金の残額７８６万４５３０円（後記２（４）イ）及びこれに対する支払

期限の後である平成１６年７月１８日（本件訴状送達の日の翌日）から支払済

みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を求めた。これに対

し，被告は，就業規則は平成１５年４月１日一部変更され，この変更後の就業

規則に従って計算された退職金を原告に支払済みであるなどと主張して争って

いる。

２ 基礎となる事実（当事者間に争いがない。）

（１） 当事者

ア 被告は，天然色及び一般写真フィルム並びに印画紙の現像，密着，引伸，

複写の加工並びに販売等を業とする株式会社である。

イ 原告は，昭和▲年▲月▲日生まれであり，昭和５０年３月に被告に入社

し，平成１５年１１月３０日に自己都合により被告を退社した。勤続期間

は２８年９か月であった。

（２） 平成１２年４月１日一部変更の就業規則（乙第２９号証）による退職金

ア 被告の就業規則は，平成１２年４月１日一部変更された（同日一部変更
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後の就業規則は乙第２９号証のとおりであった。以下，この就業規則を

「乙２９就業規則」という。）。

イ 乙２９就業規則は，その第１１章（７３条ないし８１条）において退職

金及び退職功労金について定め，７３条は，「退職金は退職直前の３か月

間の平均１か月基準内賃金に同就業規則別表の支給率を乗じた金額とす

る」旨定め，８０条は，「退職金の支給については，第１１章による外，

別に定める退職年金規程に基づいてこれを支給する」旨，「退職年金規程

による給付を受ける者については，当該給付（年金では当該年金源資相当

額，一時金では当該一時金額）を７３条に定める退職金から控除する」旨

定めていた。

ウ したがって，乙２９就業規則によれば，退職する従業員は，少なくとも

退職年金規程による一時金の給付を受けることができた。

（３） 退職年金規程（甲第１号証の２）による一時金

ア 被告は，平成１２年４月２６日，松本労働基準監督署に退職年金規程

（甲第１号証の２）を届け出た。

イ 退職年金規程は，乙２９就業規則８０条の委任を受けて退職金の細目を

定めるものであり，次のとおり定めていた。

（ア） 給付額計算の基準となる勤続年数の１年未満の端数は，６か月未満

は切り捨て，６か月以上は切り上げる（退職年金規程２１条３項）。

（イ） 勤続４年以上で旧定年（退職年金規程２２条）に達する前に生存退

職したときは，退職一時金を支給し（退職年金規程１５条イ），退職一

時金の支給額は，退職年金規程の別表３に勤続年数別に定められた金額

とする（退職年金規程１６条イ）。

イ 上記の退職年金規程の定めによると，原告は，給付額計算の基準となる

勤続年数が２９年であり，その退職一時金の金額は１０７４万６５３０円

と算出される。
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ウ 被告が原告に対し退職年金規程に基づいて支払うべき退職一時金の支払

期限は，平成１６年１月３１日であった。

（４） 退職金の支払

ア 原告は，平成１６年１月６日，被告から退職金として２８８万２０００

円の支払を受けた。

イ しかし，原告は，支払期限である平成１６年１月３１日を経過しても，

退職年金規程に基づいて算出される退職金１０７４万６５３０円から支払

済みの２８８万２０００円を差し引いた残額７８６万４５３０円について

支払を受けていない。

３ 争点

（１） 就業規則の変更の有無

（２） 変更後の就業規則の有効性

（３） 旧退職年金規程の有効性

（４） 未払の退職金の有無

第３ 争点に関する当事者の主張

１ 争点（１）（就業規則の変更の有無）

（１） 原告の主張

ア 乙２９就業規則の末尾には，変更日が「平成６年４月１日一部変更」，

「平成９年４月１日一部変更」，「平成１２年４月１日一部変更」と記載

されているのに対し，被告が平成１５年４月１日に一部変更したと主張す

る就業規則（乙第２号証。以下「乙２就業規則」という。）の末尾には，

変更日が「平成６年４月１日一部変更」，「平成１５年４月１日一部変

更」と記載されているだけである。乙２就業規則は，労働基準監督署に届

出がされておらず，労働基準法１０６条１項所定の方法による従業員への

周知もされていなかった。

イ 前記アの事情からすると，就業規則について，乙２９就業規則から乙２
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就業規則への変更が本当に行われたか疑わしい。

（２） 被告の主張

乙２９就業規則は，平成１５年４月１日一部変更され，乙２就業規則とな

った。

２ 争点（２）（変更後の就業規則の有効性）について

（１） 原告の主張

乙２就業規則は，労働基準監督署に届出がされておらず，また，労働基準

法１０６条１項所定の方法により従業員に周知されていなかったから，効力

を生じておらず，乙２９就業規則が効力を有している。

（２） 被告の主張

ア 原告の主張は争う。

イ（ア） 就業規則は，労働基準監督署に届け出なくても，使用者において，

従業員に周知させるに足りる相当な方法を講じれば，効力を生ずる。

（イ） 確定給付企業年金法の施行により，退職金について適格退職年金

制度から中小企業退職金共済制度への移行が必要とされたことから，

乙２就業規則は，乙２９就業規則を一部変更して新たに制定された。

退職金の金額につき，乙２９就業規則７３条は，「退職金は退職直

前の３か月間の平均１か月基準内賃金に同就業規則別表の支給率を乗

じた金額とする」旨定めていたが，乙２就業規則７３条は，「中小企

業退職金共済制度と第一生命保険相互会社の養老保険への加入を行い，

その支払額とする」旨定めている。

（ウ） 被告は，全従業員に対し，退職金について適格退職年金制度から

中小企業退職金共済制度への移行が必要とされた経緯及び就業規則の

変更の内容を説明し，周知徹底を図るとともに，疑問点又は異議があ

る場合には遠慮なく申し出てほしい旨伝えた。これに対し，従業員か

らは異議の申出は一切なく，退職金制度の移行と乙２就業規則の制定
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について全従業員の同意を得た。そして，従業員休憩室に乙２就業規

則を常時備え置いた。

（エ） したがって，乙２就業規則は効力を有している。

３ 争点（３）（退職年金規程の有効性）

（１） 原告の主張

ア 乙２就業規則は効力を生じておらず，乙２９就業規則及び同就業規則８

０条の委任を受けた退職年金規程が効力を有する。

イ 仮に乙２就業規則が効力を生じているとしても，乙２就業規則は，退職

金の金額につき，７３条で，「中小企業退職金共済制度と第一生命保険相

互会社の養老保険への加入を行い，その支払額とする」旨定めているのみ

であり，その計算方法は明らかでないから，労働基準法８９条３号の２が

定める「退職手当の計算に関する事項」の規定が欠如している。そのため，

乙２就業規則が効力を有するとしても，退職金の計算に関しては，乙２９

就業規則及び同就業規則８０条の委任を受けた退職年金規程が依然として

効力を有する。

（２） 被告の主張

ア 原告の主張は争う。

イ 乙２就業規則が効力を生じており，乙２就業規則に変更される前の乙２

９就業規則及び同就業規則８０条の委任を受けた退職年金規程は効力を有

していない。

ウ（ア） 退職金の金額につき，乙２就業規則７３条は，「中小企業退職金

共済制度と第一生命保険相互会社の養老保険への加入を行い，その支

払額とする」旨定めている。

（イ） 中小企業退職金共済制度（以下「中退共」という。）から支給さ

れる退職金，第一生命保険相互会社（以下「第一生命」という。）の

養老保険の解約返還金の金額は，約款等に基づき，次のように定めら
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れている。

ａ 中退共から支給される退職金の金額は，別紙１（被告準備書面

（６）（平成１７年１０月４日付）別紙）記載の計算方法により計

算される。

ｂ 第一生命の養老保険の解約返還金の金額は，別紙２（被告準備書

面（６）（平成１７年１０月４日付）別紙）の「金額例表の見方と

計算方法」，「１．解約返還金額の計算」に記載された計算方法に

より，別紙３（乙第７号証）に記載された各従業員ごとの契約内容

に従い，別紙２に添付された「５年ごと利差配当付養老保険 普通

保険約款別表５ 解約返還金額例表（年・半年・月払）」を参照し

て計算される。

（ウ） したがって，退職金の金額は乙２就業規則７３条によって計算す

ることができ，同条は，労働基準法８９条３号の２が定める「退職手

当の計算に関する事項」の規定に該当する。

４ 争点（４）（未払の退職金の有無）

（１） 原告の主張

退職年金規程に基づいて算出した原告の退職一時金の金額は１０７４万６

５３０円であり，原告は，平成１６年１月６日，被告から退職金として２８

８万２０００円の支払を受けたのみであり，残額７８６万４５３０円につい

て支払を受けていない（前記第２，２（３），（４））。

（２） 被告の主張

ア 原告の主張は争う。

イ 乙２就業規則によれば，退職金は，中退共の退職金と第一生命の養老保

険の解約返還金の合計であり，被告は，原告に対し，中退共の退職金２８

８万２０００円と養老保険の解約返還金５万５８００円を支払っているか

ら，未払の退職金はない。
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第４ 判断

１ 事実の経過

後掲各証拠，甲第３号証，証人Ａの証言，証人Ｂの証言，原告本人尋問の結

果（ただし，甲第３号証，原告本人尋問の結果のうち，後記の採用することが

できない部分を除く。）及び弁論の全趣旨によれば，次の事実が認められる。

（１） 乙２９就業規則

被告の就業規則は，平成１２年４月１日一部変更により，乙２９就業規則

となった。

（２） 適格退職年金制度

ア 被告は，従前から，乙２９就業規則のもとにおいても，退職金について，

適格退職年金契約に基づく企業年金制度である適格退職年金制度を採用し

ていた。

イ 適格退職年金契約とは，企業が，信託銀行・生命保険会社・全国共済農

業協同組合連合会との間で締結する，従業員（役員を除く。）の退職年金

に関する信託・生命保険又は生命共済契約で，法人税法施行令附則１６条

１項に規定する１４の適格要件を全て備えたものとして，国税庁長官が承

認したものをいう（法人税法附則２０条，法人税法施行令附則１６条１

項）。

ウ 適格退職年金制度は，昭和３７年３月の税制改革において税法上の制度

として創設されたものである。それ以前の税法においては，企業が従業員

に対する将来の年金支払原資を確保するために社外積立を行った場合，当

該積立金は，積立時点で従業員への給料とみなされて課税されていた。そ

れを，適格退職年金制度の創設により，前記１４の適格要件を備え国税庁

長官の承認を得た積立については，当該積立金全額を損金扱いとして，従

業員への所得課税を行わないこととし，更には年金原資の運用利益には課

税しない等の税法上の優遇措置が講じられた（法人税法附則２０条，法人
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税法施行令附則１３条，１４条）。これによって，将来の年金支払原資の

確保が容易となるとともに，厚生年金基金に比し，必要加入者数も少なく

特別法人を設立する必要もないこと等から，適格退職年金制度は，一般に

中小企業において広く普及するようになった。

（３） 適格退職年金制度の行き詰まり

ア ところで，適格退職年金制度においては，掛金及び給付額の算定に当た

って，あらかじめ，国債の金利水準の動向を勘案して財務省令で定める基

準利率以上の金利（予定利率）を見込むこととされている（法人税法施行

令附則１６条１項５号，同条３項）。そして，適格退職年金制度の創設後，

いわゆるバブル経済の崩壊前まで，日本経済は概ね成長期であったため，

いわゆるバブル経済の崩壊前に適格退職年金制度を採用した企業の予定利

率は全て年５．５％に設定されていた。

すなわち，適格退職年金制度は，企業が積み立てた年金資産が年５．５

％以上の利回りで運用されることを前提に掛金及び給付額が計算されてい

る。したがって，実際の年金資産の運用利回りが年５．５％を下回ると，

当然積立不足が発生し，積立不足が続くとその累積額が増加する。

イ 適格退職年金制度においては，積立金の不足の防止，解消について，企

業が自由意思によって不足額を支払うことは許されておらず，１年当たり

の額が積立不足金の合計額の３５％以下に相当するような一定額若しくは

給料の一定率の掛金，又は１年当たりの額が積立不足金の現在額の５０％

以下となるような積立不足金の一定率である掛金であって，これらのいず

れによるべきかがあらかじめ定められた掛金を支払うことが認められてい

るのみで（法人税法施行令附則１６条１項７号），他には何ら定めがない。

しかし，上記の方法によっては，積立不足を解消することは困難である。

その一方で，給付額を減額することは厳しく制限されている（法人税法施

行令附則１６条１項１１号）。
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ウ そこで，積立不足の拡大を解消，防止するためには，企業において，５

年以内の一定期ごとに行う再計算時において，予定利率を引き下げ，予定

利率を引き下げたことに反比例して生じる増加分及び積立不足分を填補す

るために生じる増加分を加味した額まで掛金を引き上げることによって，

対処せざるを得ないこととなる（法人税法施行令附則１６条１項４号，５

号）。

しかし，いわゆるバブル経済崩壊後，資産運用の利回りが年５．５％を

大きく下回って１％以下となってしまい，低金利・資産運用難の状況下で，

中小企業は，保険会社等に支払う事務費すら賄えなくなり，積立不足の累

積額は膨大なものとなっている。予定利率（年５．５％）と実利率との差

が大きければ大きいほど，また積立不足の累積額が多額であれば多額であ

るほど，必然的に，積立不足の拡大の解消，防止のために引き上げられる

掛金額も，それ相応にかなりの高額となる。したがって，積立不足の拡大

の解消，防止のための掛金の引上は，いわゆるバブル崩壊後の不況下でそ

の存続自体も危ぶまれる中小企業にとって，更に重い負担を強いるもので

あり，その実施の可能性はほとんどなかった。

（４） 他制度への移行の必要性

ア 平成１４年４月１日，確定給付企業年金法が施行され，実情にそぐわな

くなった適格退職年金制度を廃止し，１０年の猶予期間を設けて他の退職

金確保のための制度へ移行させることとなった（確定給付企業年金法附

則）。すなわち，同日以降における適格退職年金契約の締結を認めない一

方，平成２４年４月１日以降適格退職年金契約を継続していても，退職年

金の積立金に対する税法上の優遇措置を受けられないようにして，適格退

職年金制度を採用する利点をなくし，適格退職年金制度から他の制度への

移行を促すことになった。

イ 低金利・資産運用難が続く中で，適格退職年金制度を採用している中小
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企業の積立不足は拡大しているから，他制度への移行は，できるだけ早期

にされる必要があった。

ウ 被告においても，適格退職年金制度の採用時に設定された予定利率は年

５．５％であり，いわゆるバブル経済崩壊後に利回りが１％以下になった

状況下で，積立不足は拡大し，予定利率の変更，掛金の引上も到底できな

い状況にあった。すなわち，平成１５年５月３１日における責任準備金

（予定利率５．５％のもとで計算上積み立てられているべき累積積立金

額）は４９１１万８１０９円であるのに対し，年度末保険料積立金（実際

の積立金の累計額）は１５５８万８１５９円であり，当年度（平成１４年

６月１日ないし平成１５年５月３１日）の積立不足金は２０１万６１９６

円，過去勤務債務現在額（当年度より前の積立不足金の累計額）は３１５

１万３７５４円であった。（乙第１５号証）

そのため，被告においても，適格退職年金制度から他の制度へ速やかに

移行する必要があった。

エ 適格退職年金制度から移行すべき制度としては，厚生年金基金，確定拠

出年金，確定給付企業年金，中退共があった。

（５） 被告における他制度への移行

ア 第一生命は，平成１５年２月，被告に対し，「退職金準備制度のご提

案」と題する書面（乙第３号証）を交付し，被告の退職金準備制度を，適

格退職年金制度から他の制度へ移行することを提案し，被告は，他制度へ

の移行を検討した。

イ 前記（４）エのとおり，適格退職年金制度から移行すべき制度としては，

厚生年金基金，確定拠出年金，確定給付企業年金，中退共があった。

しかし，厚生年金基金は，設立要件として５００名以上の正規従業員が

必要であったため，被告においては採用されなかった。

確定拠出年金は，移行の条件として積立不足を解消するために相当額の
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不足金の拠出を必要としたが，被告は相当額の不足金を拠出することがで

きなかったため，採用されなかった。

確定給付企業年金は，予定利率を大幅に下げた制度であるため，従前の

適格年金（予定利率５．５％のもの）を移行すると掛金が大幅に増大する

こと，積立不足の解消のために費用負担が更に増大することから，被告に

おいては採用されなかった。

ウ 被告は，中退共を採用することにしたが，その理由は，①掛金建ての制

度であり確定拠出型の性格となっていること，②計算上の予定利率と実際

の運用利率が等しいため今後の積立不足が発生しないこと，③既に積み立

てられた基本退職金額は利率が引き下げられても既得権として保証される

こと，④掛金は損金として全額非課税であること，⑤採択時の予定運用利

回りは１％でありかつ手数料がないため，他の金融商品に比べ有利である

こと，⑥中小企業法に定める中小企業のみ移行できることなどであった。

ただし，①現存する積立金をそのまま中退共に移行するだけでは積立不

足の解消は解決されないこと，②中退共は掛金建てで掛金が固定的である

ため，中退共だけでは被告が望む退職金額にそぐわないことから，中退共

とともに企業内積立として養老保険を採用することとなった。養老保険は，

①一定の要件（全員加入すること，原則全員一律の保険金額とすること）

を満たすことで保険料の２分の１相当額を損金算入することができること，

②福利厚生制度（死亡弔慰金と退職金制度）の充実を図ることができるこ

となどの利点もあった。

（上記（２）ないし（５）につき，乙第３号証，第８号証，第１３ないし第

１７号証）

（６） 被告における制度変更に伴う諸手続

ア 平成１５年３月１４日，被告の取締役会において，Ｃ社長が，退職金準

備制度を適格退職年金制度から中退共及び第一生命の養老保険に移行する
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こと，役職定年を５５歳から６０歳に変更すること，これらのために就業

規則の変更が必要であること，これにより６０歳の定年まで在職した場合

の給料及び退職金の合計額が増額することなどを説明し，これらの事項は

異議なく承認された。

イ 平成１５年３月１７日，被告の部課長以上により構成される経営会議に

おいて，Ｃ社長が，前記アの取締役会におけるのと同様に，就業規則中の

退職金に関する規定の変更の必要性とその内容などについて説明を行い，

出席者から異議はなかった。

上記経営会議には，Ｃ社長，Ａ専務，Ｂ総務課長，Ｄ課長のほか，営業

課長であった原告が出席していた。

ウ 平成１５年３月１８日，被告の全体の朝礼において，Ｃ社長，Ａ専務が，

全従業員に対し，退職金準備制度を適格退職年金制度から中退共及び第一

生命の養老保険に移行すること，役職定年を５５歳から６０歳に変更する

こと，これらのために就業規則の変更が必要であること，これにより，中

途退職すると退職金が現在より減額される場合があるが，６０歳の定年ま

で在職した場合の給料及び退職金の合計額が増額することなどを説明し，

質問のある者はＡ専務に問い合わせるように伝えた。原告は，この朝礼に

出席していた。

エ 前記ウの朝礼における説明から２週間を経過するまでに，Ｂから，直ち

に退職した場合の退職金の金額について問い合わせがあったが，それ以外

には，従業員からの問い合わせはなかった。Ｃ社長は，平成１５年４月１

日，全体の朝礼において，改めて，就業規則中の退職金に関する規定の変

更について質問等がないか尋ね，質問があればその場で申し出るように述

べたが，誰も質問等をしなかった。

そこで，Ｃ社長は，従業員に対し，「従業員全員が退職金に関する規定

の変更に関する報告，説明を理解し，その変更に同意したと解釈する。つ
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いては，代表者を選任してその旨の意見書を提出してほしい」旨述べた。

Ｄ課長から，総務課長であるＢを代表とするのが適当であるという推薦が

あり，出席者全員の挙手により，全員一致でＢが代表に選ばれ，Ｂが従業

員代表として意見書を提出することになった。原告は，この朝礼にも出席

していた。

オ Ｂは，平成１５年４月１日，従業員代表としてＣ社長宛に，就業規則中

の退職金に関する規定の変更について異議がない旨の意見書を提出した。

被告は，同日，乙２９就業規則を一部変更して乙２就業規則とした。

カ 平成１５年８月１日，従業員の全員が，中退共の契約である中小企業退

職金共済契約の申込書（勤労者退職金共済機構中小企業退職金共済事業本

部宛）に自筆で署名し又は押印した。原告も，同申込書に自筆で署名した。

（乙第４号証）

キ 平成１５年８月２６日，第一生命との間で養老保険の契約が締結され，

同月２９日，適格退職年金制度による積立金が中退共の掛金に移行され，

中退共への移行が完了した。

（上記アないしキにつき，乙第１８ないし第２３号証）

（７） 中退共による退職金等の算出方法

ア 中退共から支給される退職金の金額は，別紙１（被告準備書面（６）

（平成１７年１０月４日付）別紙）記載の計算方法により計算される。

イ 第一生命の養老保険の解約返還金の金額は，別紙２（被告準備書面

（６）（平成１７年１０月４日付）別紙）の「金額例表の見方と計算方

法」，「１．解約返還金額の計算」に記載された計算方法により，別紙３

（乙第７号証）に記載された各従業員ごとの契約内容に従い，別紙２に添

付された「５年ごと利差配当付養老保険 普通保険約款別表５ 解約返還

金額例表（年・半年・月払）」（以下「金額例表」という。）を参照して

計算される。なお，金額例表に記載されていない年齢，払込年数等に該当
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する場合については，金額例表のみでは正確な金額は計算できないが，約

款等に基づき，正確な金額を計算することは可能である。

（８） 就業規則の変更前後の原告の退職金

ア 乙２９就業規則による給料及び退職金

乙２９就業規則に基づき，原告が６０歳の定年まで被告に在職したと仮

定した場合に得られたであろう給料及び退職金を計算すると，次のとおり

である。

（ア） 給料

ａ 乙２９就業規則では，従業員の定年は満６０歳に達した誕生月の月

末とされる一方，役職に就いている者の定年（役職定年）は満５５歳

に達した誕生月の月末とされていた。また，役職定年に達した者の給

料額は，役職定年時の給料額の６０％以上７０％以下とするものとさ

れていた。（乙２９就業規則６４条）

ｂ 原告は昭和▲年▲月▲日生まれであり，実際に退職した平成１５年

１１月３０日当時，課長の役職に就いていた。原告が退職しなかった

とすれば，役職定年となるのは，平成１７年１１月３０日であった。

被告における給料計算の締め日は毎月２０日であるので，原告が役

職定年となるとした場合に得られる給料は，平成１７年１２月分まで

となる。そのため，原告が退職しなかったとすれば，役職定年までに，

平成１５年１２月から平成１７年１２月までの２５か月分の給料を得

られたはずである。

原告の平成１５年１１月の給料は３３万３９２０円であった。

したがって，原告が退職しなかったとすれば役職定年までに得られ

たであろう給料は，平成１５年１１月の給料に２５か月を乗じた８３

４万８０００円（３３万３９２０円×２５か月＝８３４万８０００

円）と計算される。
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ｃ 役職定年となる５５歳から定年となる６０歳までの間の給料は，役

職定年時の給料額の６０％以上７０％以下とするものとされていたが

（前記ａ），これを最も高い７０％とすると，この間の原告の月額給

料は，平成１５年１１月の給料の７０％である２３万３８００円（３

３万３９２０円×０．７＝２３万３７４４円，１０円の単位を切り上

げ）となる。

原告が退職しなかったとすれば役職定年から定年までに得られたで

あろう給料は，上記２３万３８００円に５年間の６０か月を乗じた１

４０２万８０００円（２３万３８００円×６０か月＝１４０２万８０

００円）と計算される。

ｄ したがって，原告が定年まで被告に在職したであろう場合に得られ

る給料額は，前記ｂの８３４万８０００円と前記ｃの１４０２万８０

００円の合計２２３７万６０００円（８３４万８０００円＋１４０２

万８０００円＝２２３７万６０００円）と計算される。

（イ） 退職金

ａ 退職金は，役職定年時に精算され，支払われる。

退職金は，退職直前の３か月間の平均１か月基準内賃金に勤続年数

に応じた支給率を乗じた金額とされている。

ｂ 原告の実際の退職時である平成１５年１１月の基準内賃金（基本給

と職務手当の合計額）は２４万３４２０円（２１万３４２０円＋３万

円＝２４万３４２０円）であった。（乙第２８号証）

ｃ 原告の役職定年までの勤続年数は，昭和５０年３月から平成１７年

１１月までの３０年９か月であり，これに対応する支給率は３０．２

か月である（乙２９就業規則７３条別表１。勤続年数３０年の支給率

は３０．０，勤続年数３１年の支給率は３０．２である。３０．０＋

（３０．２－３０．０）×９／１２≒３０．２）。
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ｄ したがって，原告が定年まで被告に在職すれば役職定年時に得られ

たであろう退職金は，上記ｂの２４万３４２０円に前記ｃの３０．２

を乗じた７３５万１２８４円（２４万３４２０円×３０．２＝７３５

万１２８４円）と計算される。

（ウ） 原告が６０歳の定年まで被告に在職したと仮定した場合に得られた

であろう給料及び退職金は，前記（ア）ｄの２２３７万６０００円と前

記（イ）ｄの７３５万１２８４円の合計である２９７２万７２８４円

（２２３７万６０００円＋７３５万１２８４円＝２９７２万７２８４

円）と計算される。

イ 乙２就業規則による給料及び退職金

乙２就業規則に基づき，原告が６０歳の定年まで被告に在職したと仮定

した場合に得られたであろう給料及び退職金を計算すると，次のとおりで

ある。

（ア） 給料

ａ 乙２就業規則では，従業員の定年は満６０歳に達した誕生月の月末

とされている（乙２就業規則６４条）。

ｂ 原告は昭和▲年▲月▲日生まれであり，平成１５年１１月３０日に

退職したが，退職しなかったとすれば，定年となるのは，平成２２年

１１月３０日であった。

被告における給料計算の締め日は毎月２０日であるので，原告が定

年となるとした場合に得られる給料は，平成２２年１２月分までとな

る。そのため，原告が退職しなかったとすれば，定年までに，平成１

５年１２月から平成２２年１２月までの８５か月分の給料を得られた

はずである。

原告の平成１５年１１月の給料は３３万３９２０円であった。

したがって，原告が退職しなかったとすれば定年までに得られたで



- 17 -

あろう給料は，平成１５年１１月の給料に８５か月を乗じた２８３８

万３２００円（３３万３９２０円×８５か月＝２８３８万３２００

円）と計算される。

（イ） 退職金

ａ 中退共の退職金

適格退職年金制度から中退共への移行に伴う原告の適格退職年金の

解約返還金は２８３万８４２９円であった。この解約返還金を中退共

の掛金に充当した上で原告が満６０歳の定年退職時に５００万円の支

払が受けられるようにするため，掛金を月額２万２０００円とし，上

記解約返還金のうち２７７万４６４０円を中退共の掛金に充当し，月

額２万２０００円の掛金を通算１２０か月納付したと同等の効果が発

生することとされた。中退共への移行は，平成１５年８月１日付けで

行われたから，同月分の掛金が，原告にとって１２１か月目の掛金と

された。

原告は，退職しなければ平成２２年１１月３０日に定年となったが，

被告における給料計算の締め日は毎月２０日であるので，中退共の掛

金も平成２２年１２月分まで掛けられることとなる。

そのため，原告は，退職しなければ，中退共の掛金の通算納付月数

が２０９か月（１２０か月と，平成１５年８月から平成２２年１２月

までの８９か月の合計は，２０９か月である。）となる。

通算２０９か月掛金を納付した場合の退職金額は，掛金１０００円

当たり２２万９１２０円であり（乙第６号証），原告の掛金は２万２

０００円であるから，原告の中退共の退職金額は，５０４万０６４０

円（２２万９１２０円×（２万２０００円÷１０００円）＝５０４万

０６４０円）となる。

ｂ 養老保険
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原告が６０歳の定年まで勤務した場合の養老保険からの支払金額は，

満期保険金３００万円である（乙第７号証）。

ｃ 退職金額

したがって，原告が退職しなかったとすれば定年時に得られたであ

ろう退職金は，前記ａの５０４万０６４０円と前記ｂの３００万円の

合計８０４万０６４０円（５０４万０６４０円＋３００万円＝８０４

万０６４０円）と計算される。

（ウ） 原告が６０歳の定年まで被告に在職したと仮定した場合に得られた

であろう給料及び退職金は，前記（ア）ｂの２８３８万３２００円と前

記（イ）ｃの８０４万０６４０円の合計である３６４２万３８４０円

（２８３８万３２００円＋８０４万０６４０円＝３６４２万３８４０

円）と計算される。

（９） 原告の退職

ア 原告は，平成１５年１１月，被告に退職願を提出し，同月３０日，被告

を退職した。

イ 原告が退職願を提出した際，被告の会長，社長，専務は，原告を慰留し，

その時点で退職すると退職金が２８８万円ほどであるのに対し，定年まで

在職すると退職金が多くなる旨述べたが，原告は，被告を退職した。（乙

第２１号証）

ウ 原告は，退職を被告に申し出た後，有給休暇の期間中に，被告に対して

就業規則を被告の会社外に持ち出すことを申し入れ，被告はこれを了承し，

原告は乙２就業規則を被告の会社外に持ち出した。原告は，退職後に再度，

被告に対して就業規則を被告の会社外に持ち出すことを申し入れたが，被

告はこれに応じなかった。

（１０） 実際の退職時の退職金

ア（ア） 中退共の退職金
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原告は平成１５年１１月３０日に退職したから，中退共の掛金の通

算納付月数は１２４か月（１２０か月と，平成１５年８月から同年１

１月までの４か月の合計は，１２４か月である。）となる。

通算１２４か月掛金を納付した場合の退職金額は，掛金１０００円

当たり１３万１０００円であり（乙第６号証），原告の掛金は２万２

０００円であるから，原告の中退共の退職金額は，２８８万２０００

円（１３万１０００円×（２万２０００円÷１０００円）＝２８８万

２０００円）となる。

（イ） 養老保険の解約返還金

原告の養老保険の解約返還金は５万５８００円であった。（乙第９

号証）

（ウ） 退職金額

乙２就業規則による退職金の金額は，前記（ア）の２８８万２００

０円と前記（イ）の５万５８００円の合計２９３万７８００円である。

イ（ア） 被告は，原告に対し，平成１６年１月６日，前記（ア）の退職金

２８８万２０００円を支払った（前記第２，２（４）ア）。

（イ） 養老保険の解約返還金

第一生命は，平成１５年１２月１９日，原告の養老保険につき返還

の手続を取り，被告は，平成１６年２月２５日，内金５万２４０４円

を原告の預金口座に振り込み（乙第１０号証），同年９月３日，内金

３３９６円を原告の預金口座に振り込み（乙第１１号証），前記ア

（イ）の５万５８００円を支払った。

以上の事実が認められ，甲第３号証，原告本人尋問の結果のうち，この認定

に反する部分は，上記の他の証拠に照らし，採用することができない。

２ 争点（１）（就業規則の変更の有無）について

（１） 乙第２号証，第２９号証によれば，乙２９就業規則の末尾には，変更日
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が「平成６年４月１日一部変更」，「平成９年４月１日一部変更」，「平成

１２年４月１日一部変更」と記載されているのに対し，乙２就業規則の末尾

には，変更日が「平成６年４月１日一部変更」，「平成１５年４月１日一部

変更」と記載されているだけであり，乙２就業規則には，変更の経過がすべ

て記載されているわけではないことが認められる。

また，原告の実際の退職時の退職金は，乙２９就業規則及び同就業規則８

０条の委任を受けた退職年金規程によれば１０７４万６５３０円（前記第２，

２（３）イ）であるのに対し，乙２就業規則によれば中退共の退職金２８８

万２０００円と養老保険の解約返還金５万５８００円の合計２９３万７８０

０円（前記１（１０）ア（ウ））であり，その点で乙２９就業規則から乙２

就業規則への変更は労働者にとって不利益になると解する余地がある。

（２） しかし，平成１４年４月１日に確定給付企業年金法が施行され，全国の

企業に対して，退職金準備制度を適格退職年金制度から他の制度への移行す

ることが求められ，被告においても移行のための手続が採られ（前記１

（４）ないし（６）），乙２９就業規則を一部変更して乙２就業規則とされ

たものである。

また，原告が６０歳の定年まで被告に在職したと仮定した場合に得られた

であろう給料及び退職金は，乙２９就業規則によれば２９７２万７２８４円

（前記１（８）アｃ）と計算されるのに対し，乙２就業規則によれば３６４

２万３８４０円（前記１（８）イｃ）と計算され，変更後の乙２就業規則に

よる方が高額となる。

さらに，後記３のとおり，乙２就業規則は従業員に実質的に周知されてい

たものと認められる。

したがって，乙２９就業規則から乙２就業規則への変更は合理性を有して

いたものと認められ，実際にも乙２９就業規則が一部変更されて乙２就業規

則が成立したものと認められる。
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３ 争点（２）（変更後の就業規則の有効性）について

（１） 弁論の全趣旨によれば，乙２就業規則は，労働基準監督署への届出が行

われなかったと認められる。しかし，労働基準監督署への届出が行われなく

ても，そのことによって就業規則の効力の発生は妨げられないというべきで

ある。

（２）ア 労働基準法１０６条１項は，就業規則等を同項所定の方法により労働

者に周知させなければならない旨規定する。しかし，同項所定の方法が

採られていなくても，実質的に従業員に周知が図られていれば，就業規

則の効力の発生は妨げられないというべきである。

イ（ア） 乙第１９ないし第２２号証，第２５ないし第２７号証，証人Ａ

の証言，証人Ｂの証言には，被告の就業規則が休憩室の壁に掛けて

あり，そのことを被告の従業員は知っていた旨の陳述がある。

（イ） もっとも，原告の陳述書である甲第３号証，原告本人尋問の結

果には，被告の休憩室の壁に就業規則が掛けられていることはなか

った旨の陳述がある。また，甲第４号証は，昭和４８年３月から平

成１０年７月まで被告に勤務したＥの陳述書，甲第５号証は，昭和

５６年から平成１３年８月まで被告に勤務したＦの陳述書，甲第６

号証は，平成５年１０月２１日から平成１３年２月まで被告に勤務

したＧの陳述書，甲第７号証は，平成７年から平成１１年９月まで

被告に勤務したＨ（旧姓○○）の陳述書であり，いずれにも，被告

の休憩室の壁に就業規則が掛けられていることはなかった旨記載さ

れている。

しかし，乙第３１ないし第４５号証によれば，Ｅ，Ｆ，Ｇは，被

告から集配業務の委託を受けていた者であり，「嘱託」に該当し，

就業規則の適用を受ける従業員ではなかったこと，Ｈは，パートタ

イマー従業員で，その他の従業員とは異なりパートタイマー就業規
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則の適用を受ける者であり，被告からパートタイマー就業規則の交

付を受けていたことが認められ，Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈは，いずれも就業

規則の適用を受ける従業員ではなかったことが認められるから，そ

れらの者の就業規則に関する陳述は，直ちには信用し難い面がある。

また，Ｅ，Ｆ，Ｇ，Ｈらが被告に勤務していた時期は，上記のと

おりであり，現在に最も近い時期まで勤務したＦにしても，平成１

３年８月までであり，その後の事情を知る立場にはない。

（ウ） 退職金準備制度の移行に関し，被告においては，朝礼での説明

等が行われ，Ｂが従業員代表として意見書を提出し，中退共の契約

の申込書に全従業員の自筆の署名又は押印がされたことなど（前記

１（６））からすると，制度の変更及びそれに伴う就業規則の変更

については，従業員に周知が図られたものと認められる。

そして，退職金準備制度の移行は被告にとって重大な事項であっ

たはずであり，その移行の検討の中で，就業規則の変更の必要性が

議論され，就業規則の変更を従業員に示すために就業規則の開示，

設置等も意識されたはずであるから，そのための措置が採られたと

解するのが自然である。

（エ） 原告は，退職を被告に申し出た後，有給休暇の期間中に，被告

に対して就業規則を被告の会社外に持ち出すことを申し入れ，被告

はこれを了承し，原告は乙２就業規則を被告の会社外に持ち出した

ものであり（前記１（９）ウ），被告は，従業員の求めがあれば就

業規則の会社外への持出し等に応じることができる態勢にあったと

認められる。

（オ） 乙第１９号証，第２１号証，第２６，第２７号証，証人Ａの証

言，証人Ｂの証言によれば，休憩室には，従業員であればだれでも

自由に立ち寄ることができたことが認められ，就業規則が休憩室の
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壁に掛けられていれば，従業員が自由に見ることができたものと認

められる。

（カ） 上記（ア）ないし（オ）の事情に鑑みれば，少なくとも退職金

制度の移行に伴って変更された乙２就業規則については，休憩室の

壁に掛ける方法により従業員の閲覧に供されていたものと認められ，

実質的に従業員に周知されていたものと認められる。

ウ 前記イ（オ）のとおり，就業規則が休憩室の壁に掛けられていれば，

従業員は自由に見ることができたから，休憩室の壁に掛けるという方法

は，労働基準法１０６条１項の「常時各作業場の見やすい場所へ掲示し，

又は備え付けること」に該当すると解される。また，仮に同項所定の周

知方法に該当しないとしても，乙２就業規則は従業員に実質的に周知さ

れていたものと認められる。

したがって，乙２就業規則は効力を有しているものと認められる。

４ 争点（３）（退職年金規程の有効性）について

（１） 前記３（１），（２）ウのとおり，乙２就業規則は効力を有していると

いうべきである。

（２）ア 乙２就業規則は，退職金の金額につき，７３条で，「中小企業退職金

共済制度と第一生命保険相互会社の養老保険への加入を行い，その支払

額とする」旨定めているが，中退共の退職金及び第一生命の養老保険の

解約返還金の計算方法は，約款等により決められており，その計算方法

に従ってそれらの金額を計算することは可能であり，乙２就業規則７３

条に定める退職金の額を計算することは可能である（前記１（７），

（８），（１０））。

イ 労働基準法８９条３号の２は，退職手当の定めをする場合には，就業

規則に「退職手当の計算に関する事項」を定めなければならない旨規定

する。ここでいう「退職手当の計算に関する事項」には，退職手当の計
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算方法が含まれると解されるが，退職手当の金額の算出に必要なすべて

の事項をいうのではなく，退職手当の計算方法を客観的に特定するため

に必要な事項が示されていれば足りるものと解される。退職手当の計算

は，実際上複雑な場合があり，その計算に必要なすべての事項を就業規

則に定めるのは困難であるが，他方，労働者の保護などの観点からは，

退職手当の計算方法を客観的に特定するに足りる事項は，就業規則に定

める必要があると解されるからである。

ウ 前記アのとおり，中退共の退職金及び第一生命の養老保険の解約返還

金の額を計算することは可能であるから，乙２就業規則７３条に定めら

れた退職金の額を計算することは可能であり，同条は，退職手当の計算

方法を客観的に特定するに足りる事項を定めているものと認められる。

したがって，乙２就業規則７３条は，労働基準法８９条３号の２が定

める「退職手当の計算に関する事項」の規定に該当するものと解され，

乙２就業規則は，７３条を含めて有効と認められる。そのため，乙２就

業規則に変更される前の乙２９就業規則及び同就業規則の委任を受けた

退職年金規程が効力を有しているということはない。

５ 争点（４）（未払の退職金の有無）について

（１） 乙２就業規則７３条によれば，被告の退職金は，中退共の退職金と第一

生命の養老保険の解約返還金である（前記１（１０）ア）。そして，原告の

中退共の退職金額は２８８万２０００円であり，被告は，原告に対し，これ

を支払った（前記１（１０）イ（ア））。また，第一生命の養老保険の解約

返還金は５万５８００円であり，被告は，原告に対し，これを支払った（前

記１（１０）イ（イ））。

（２） したがって，被告は，原告に対して支払うべき退職金を既に全額支払っ

ており，未払の退職金はない。

６ 結論
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よって，原告の請求は理由がないから棄却し，主文のとおり判決する。

長野地方裁判所松本支部

裁判官 中 平 健


